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第 1 章 本 研 究 の 目 的 お よ び 方 法 
 




















究所）55 か所、計 411 か所である。また、ベンチャーを、大学等の関与の仕方によって平
成 12 年度調査同様 4 つのタイプ（特許による技術移転型、特許以外による技術移転（また
は研究成果活用）型、人材移転型、出資型）に分類し、各ベンチャーの概要を把握した。 
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第 2 章 日本の大学等発ベンチャーに関する第 1 次調査の方法と対象 
 















    国立大学             80 校 
公立大学             41 校 
私立大学             173 校 
国立高等専門学校         54 校 
公立高等専門学校          5 校 
私立高等専門学校          3 校 
      小 計            356 校 
 
・政府系研究施設       
    国立研究所            18 施設 
    独立行政法人研究所        27 施設 
    特殊法人研究所          10 施設 
      小 計            55 施設 




なお、アンケート調査票の発送は平成 13 年 8 月に行い、調査票の返送の締め切りは平成
13 年 9 月 21 日とした。 
 - 4 -













表 2-7～2-9 参照。 
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（国立大学：80校） （公立大学：41校）
No. 大　学　名 No. 大　学　名 No. 大　学　名
1 北海道大学 41 名古屋大学 1 札幌医科大学
2 室蘭工業大学 42 名古屋工業大学 2 公立はこだて未来大学
3 帯広畜産大学 43 豊橋技術科学大学 3 青森県立保健大学
4 旭川医科大学 44 三重大学 4 岩手県立大学
5 北見工業大学 45 滋賀医科大学 5 秋田県立大学
6 弘前大学 46 京都大学 6 宮城大学
7 岩手大学 47 京都工芸繊維大学 7 山形県立保健大学
8 東北大学 48 大阪大学 8 会津大学
9 秋田大学 49 神戸大学 9 福島県立医科大学
10 山形大学 50 神戸商船大学 10 茨城県立医療大学
11 福島大学 51 奈良女子大学 11 埼玉県立大学
12 茨城大学 52 和歌山大学 12 前橋工科大学
13 図書館情報大学 53 鳥取大学 13 東京都立大学
14 筑波大学 54 島根大学 14 東京都立科学技術大学
15 宇都宮大学 55 島根医科大学 15 東京都立保健科学大学
16 群馬大学 56 岡山大学 16 横浜市立大学
17 埼玉大学 57 広島大学 17 富山県立大学
18 千葉大学 58 山口大学 18 福井県立大学
19 東京大学 59 徳島大学 19 岐阜薬科大学
20 東京医科歯科大学 60 香川大学 20 静岡県立大学
21 東京農工大学 61 香川医科大学 21 愛知県立大学
22 東京工業大学 62 愛媛大学 22 名古屋市立大学
23 東京商船大学 63 高知大学 23 滋賀県立大学
24 東京水産大学 64 高知医科大学 24 京都府立大学
25 お茶の水女子大学 65 九州大学 25 京都府立医科大学
26 電気通信大学 66 九州芸術工科大学 26 大阪市立大学
27 横浜国立大学 67 九州工業大学 27 大阪府立大学
28 新潟大学 68 佐賀大学 28 大阪女子大学
29 長岡技術科学大学 69 佐賀医科大学 29 姫路工業大学
30 富山大学 70 長崎大学 30 奈良県立医科大学
31 富山医科薬科大学 71 熊本大学 31 和歌山県立医科大学
32 金沢大学 72 大分大学 32 岡山県立大学
33 福井大学 73 大分医科大学 33 広島県立大学
34 福井医科大学 74 宮崎大学 34 広島県立保健福祉大学
35 山梨大学 75 宮崎医科大学 35 県立広島女子大学
36 山梨医科大学 76 鹿児島大学 36 広島市立大学
37 信州大学 77 琉球大学 37 山口県立大学
38 岐阜大学 78 北陸先端科学技術大学院大学 38 高知女子大学
39 静岡大学 79 奈良先端科学技術大学院大学 39 九州歯科大学
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No. 大　学　名 No. 大　学　名 No. 大　学　名 No. 大　学　名
1 千歳科学技術大学 47 昭和女子大学 92 新潟工科大学 139 神戸薬科大学
2 北海学園大学 48 昭和薬科大学 93 新潟薬科大学 140 兵庫医科大学
3 北海学園大学 49 成蹊大学 94 金沢医科大学 141 武庫川女子大学
4 北海道医療大学 50 創価大学 96 金沢工業大学 142 岡山理科大学
5 北海道工業大学 51 拓殖大学 97 北陸大学 143 川崎医科大学
6 北海道東海大学 52 玉川大学 98 福井工業大学 144 川崎医療福祉大学
7 北海道薬科大学 53 中央大学 99 帝京科学大学 145 吉備国際大学
8 酪農学園大学 54 帝京大学 100 松本歯科大学 146 倉敷芸術科学大学
9 青森大学 55 東海大学 101 朝日大学 147 広島工業大学
10 八戸工業大学 56 東京医科大学 102 静岡理工科大学 148 広島国際大学
11 岩手医科大学 57 東京工科大学 103 愛知医科大学 149 広島電機大学
12 石巻専修大学 58 東京工芸大学 104 愛知学院大学 150 広島女学院大学
13 東北学院大学 59 東京慈恵会医科大学 105 愛知工業大学 151 福山大学
14 東北工業大学 60 東京女子大学 106 愛知工科大学 152 東亜大学
15 東北薬科大学 61 東京女子医科大学 107 愛知産業大学 153 山口東京理科大学
16 東北文化学園大学 62 東京電機大学 108 椙山女学院大学 154 四国大学
17 いわき明星大学 63 東京農業大学 109 大同工業大学 155 徳島文理大学
18 奥羽大学 64 東京薬科大学 110 中京大学 156 高知工科大学
19 常磐大学 65 東京理科大学 111 中京女子大学 157 九州共立大学
20 足利工業大学 66 東邦大学 112 中部大学 158 九州産業大学
21 国際医療福祉大学 67 東洋大学 113 豊田工業大学 159 久留米大学
22 自治医科大学 68 日本大学 115 藤田保健衛生大学 160 久留米工業大学
23 独協医科大学 69 日本医科大学 115 名城大学 161 産業医科大学
24 埼玉医科大学 70 日本歯科大学 116 鈴鹿医療科学大学 162 第一薬科大学
25 埼玉工業大学 71 日本社会事業大学 117 四日市大学 163 東和大学
26 ものつくり大学 72 日本獣医畜産大学 118 京都産業大学 164 西日本工業大学
27 城西大学 73 日本女子大学 119 京都薬科大学 165 福岡大学
28 日本工業大学 74 法政大学 120 同志社大学 166 福岡工業大学
29 明海大学 75 星薬科大学 121 同志社女子大学 167 福岡歯科大学
30 千葉工業大学 76 武蔵工業大学 122 立命館大学 168 長崎総合科学大学
31 帝京平成大学 77 明治大学 123 龍谷大学 169 九州東海大学
32 東京歯科大学 78 明治薬科大学 124 大阪医科大学 170 熊本工業大学
33 青山学院大学 79 明星大学 125 大阪工業大学 171 日本文理大学
34 学習院大学 80 立教大学 126 大阪国際女子大学 172 南九州大学
35 北里大学 81 立正大学 127 大阪産業大学 173 第一工業大学
36 共立薬科大学 82 早稲田大学 128 大阪歯科大学
37 杏林大学 83 麻布大学 129 大阪電気通信大学
38 慶應義塾大学 84 神奈川大学 130 大阪薬科大学
39 工学院大学 85 神奈川工科大学 131 関西大学
40 国際基督教大学 85 神奈川歯科大学 132 関西医科大学
41 国士舘大学 86 関東学院大学 133 近畿大学
42 実践女子大学 87 湘南工科大学 134 摂南大学
43 芝浦工業大学 88 聖ﾏﾘｱﾝﾅ医科大学 135 関西学院大学
44 順天堂大学 89 鶴見大学 136 甲南大学
45 上智大学 90 朝日大学 137 神戸学院大学
46 昭和大学 91 桐蔭横浜大学 138 神戸女学院大学
表2-3　第１次調査表送付先（私立大学：173校）
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（国立高専：54校）
No. 学　　校　　名 No. 学　　校　　名
1 釧路工業高等専門学校 28 舞鶴工業高等専門学校
2 旭川工業高等専門学校 29 明石工業高等専門学校
3 苫小牧工業高等専門学校 30 奈良工業高等専門学校
4 函館工業高等専門学校 31 和歌山工業高等専門学校
5 八戸工業高等専門学校 32 米子工業高等専門学校
6 一関工業高等専門学校 33 松江工業高等専門学校
7 宮城工業高等専門学校 34 津山工業高等専門学校
8 仙台電波工業高等専門学校 35 広島商船高等専門学校
9 秋田工業高等専門学校 36 呉工業高等専門学校
10 鶴岡工業高等専門学校 37 徳山工業高等専門学校
11 福島工業高等専門学校 38 宇部工業高等専門学校
12 茨城工業高等専門学校 39 大島商船高等専門学校
13 小山工業高等専門学校 40 阿南工業高等専門学校
14 群馬工業高等専門学校 41 高松工業高等専門学校
15 木更津工業高等専門学校 42 詫間電波工業高等専門学校
16 東京工業高等専門学校 43 新居浜工業高等専門学校
17 長岡工業高等専門学校 44 弓削商船高等専門学校
18 富山工業高等専門学校 45 高知工業高等専門学校
19 富山商船高等専門学校 46 北九州工業高等専門学校
20 石川工業高等専門学校 47 久留米工業高等専門学校
21 福井工業高等専門学校 48 有明工業高等専門学校
22 長野工業高等専門学校 49 八代工業高等専門学校
23 岐阜工業高等専門学校 50 熊本電波工業高等専門学校
24 沼津工業高等専門学校 51 佐世保工業高等専門学校
25 豊田工業高等専門学校 52 大分工業高等専門学校
26 鳥羽商船高等専門学校 53 都城工業高等専門学校
27 鈴鹿工業高等専門学校 54 鹿児島工業高等専門学校
（公立高専：5校） （私立高専：3校）
No. 学　　校　　名 No. 学　　校　　名
1 札幌市立高等専門学校 1 育英工業高等専門学校
2 東京都立工業高等専門学校 2 金沢工業高等専門学校
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（国立研究所:18施設） （特殊法人研究所:10施設）
No. 研　究　施　設　名 No. 研　究　施　設　名
1 文部科学省　高ｴﾈﾙｷﾞｰ加速器研究機構 1 理化学研究所
2 文部科学省　国立極地研究所 2 日本原子力研究所
3 文部科学省　宇宙科学研究所 3 核燃料ｻｲｸﾙ開発機構
4 文部科学省　国立遺伝学研究所 4 宇宙開発事業団
5 文部科学省　統計数理研究所 5 海洋科学技術ｾﾝﾀｰ
6 文部科学省　国立天文台 6 石油公団石油開発技術ｾﾝﾀｰ
7 文部科学省　核融合科学研究所 7 日本放送協会放送技術研究所
8 文部科学省　岡崎国立共同研究機構 8 都市基盤整備公団　総合研究所　技術ｾﾝﾀｰ
9 厚生労働省　国立公衆衛生院 9 高圧ｶﾞｽ保安協会　液化石油ｶﾞｽ研究所
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の 80.9％と政府系研究施設 69.1％以外は、全て 100％である。従って、この調査結果につ
いては、悉皆調査に近い信頼度を与える結果となった。 
  
表 2-10 アンケート調査の回答率 
種  別 対  象 配付件数 回答数 回答率（％） 
大学等 
国立大学 80 80 100.0  
公立大学 41 41 100.0  
私立大学 173 140 80.9  
国立高等専門学校 54 54 100.0  
公立高等専門学校 5 5 100.0  
私立高等専門学校 3 3 100.0  
小  計 356 323 90.7  
政府系研究施設 
国立研究所 18 15 83.3  
独立行政法人研究所 27 20 74.1  
特殊法人研究所 10 3 30.0  
小  計 55 38 69.1  
合    計 411 361 87.8  
 
２ 大学等発ベンチャーの概要 
第１次調査の結果明らかになった大学等発ベンチャーは 251 社（表 2-11）、政府系研究施
設発ベンチャーは 24 社（表 2-12）である。このうち 1 社のみ、大学と政府系研究施設の両












表 2-11 大学等発ベンチャー数 
関与形態 関与種別 学校数 ベンチャー数 割合（％） 
単 体 
国立大学 43(33) 118(69) 47.0(53.9)
公立大学 5(2) 8(2) 3.2(1.6)
私立大学 27(13) 107(44) 42.6(34.4)
国立高等専門学校 4(3) 6(4) 2.4(3.1)
公立高等専門学校 0 (0) 0 (0) 0.0 (0.0)












＊（ ）内は平成 12 年度の値 
 
表 2-12 政府系研究施設発ベンチャー数 
関与形態 関与種別 施設数 ベンチャー数 割合（％） 
単 体 
国立研究所 1 1 4.2
独立行政法人研究所 3 9 37.5
特殊法人研究所 2 13 54.1




大学等発ベンチャー設立年別一覧（表 2-13）では、平成 12 年度に調査したベンチャー数
と比較すると、灰色部分が前年度調査時より増加している。これについては、アンケート




なお、本調査は 1990 (平成 2) 年以降のベンチャーについて可能な限り全てのベンチャーの
記入を依頼しており、それ以前については把握している範囲で回答を求めたものである。 
平成 12 年度調査に比べ、平成 13 年度調査では、総数では 123 社増加しており、ほぼ倍
増していることになる。しかし、この増加分の中には、前述のように、回答率が高まった
ことや、新たに大学で把握したベンチャーが出てきたことによるものが含まれており、純




表 2-13 大学等発ベンチャー設立年別一覧 
設立年 1942 1950 1957 1961 1962 1963 1970 1978 1979 1980 1981
12 年度調査 0 0 2 1 1 1 1 1 1 2 2 
13 年度調査 1 1 2 1 1 1 1 2 1 2 2 
           
設立年 1984 1985 1986 1987 1989 1990 1992 1993 1994 1995 1996
12 年度調査 1 2 1 0 3 0 0 1 6 5 6 
13 年度調査 1 2 1 1 5 1 1 2 6 7 8 
           
設立年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 未 定 未記入 合 計 
12 年度調査 12 11 26 34 [1] － － － 7 127[1] 
13 年度調査 13 22 42 72 52 [4] [1] [4] － 251[9] 
＊ [ ]内は設立準備中のベンチャーで、外数。 
 
表 2-14 政府系研究施設発ベンチャー設立年別一覧 
設立年 1979 1996 1998 1999 2000 2001 2002 総 計 











最も多く 11 社（うち 2001 年新設 3）、次いで北海道大学 8 社（うち 2001 年新設 1）、東京
工業大学 7 社（うち 2001 年新設なし）、6 社設立の大学は 5 大学で、東京大学（うち 2001
年新設 1）、豊橋技術科学大学（うち 2001 年新設 1）、京都大学（うち 2001 年新設 1）、神
戸大学（うち 2001 年新設 1）、筑波大学（うち 2001 年新設 2）と、全体が少数ずつ設立し
ている傾向にある。一方、私立大学では、慶應義塾大学 25 社（うち 2001 年新設 3）、龍谷
大学 20 社（うち 2001 年新設 2）、早稲田大学 14 社（うち 2001 年新設 3）、高知工科大学
8 社（うち 2001 年新設 1）、というように、少数の大学が多数設立させているという特徴が
あり、大学間格差が大きい。なお、本数値は大学が把握していた数としての比較であるこ
とに留意する必要がある。 
また、政府系研究施設では、理化学研究所 11 社（うち 2001 年新設 3）、産業技術総合研
究所 7 社（うち 2001 年新設 5）が主である。他は 1～2 社で、少数の研究所に集中してい
ることが特色である。 
 
表 2-15 大学種類別ベンチャー増加数 
 1999 年 2000 年 2001 年 
増加数 割合（％） 増加数 割合（％） 増加数 割合（％）
国立大学 21 50 33 46 27 52
公立大学 1 2 1 1 3 6
私立大学 15 36 34 48 20 38
国立高専 1 2 2 3 0 0
国・国複合 2 6 0 0 0 0
国・公複合 0 0 1 1 0 0
国・公・私複合 1 2 0 0 0 0
国・国専複合 1 2 0 0 0 0
公・私・国専複合 0 0 0 0 1 2
私・私複合 0 0 0 0 1 2
国・私・官複合 0 0 1 1 0 0
合  計 42 100 72 100 52 100
 
また、企業形態をみると、大学等発ベンチャーではベンチャーの大半（75％）が株式会
社であり（表 2-16）、昨年度の調査とほぼ同じ状況であるが、合資会社が 3 社から 10 社に
増加しているのが目立つ。また、企業形態は政府系研究施設発ベンチャーでもほぼ類似し
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ている。 
 
表 2-16 大学等発ベンチャー企業形態    表 2-17 政府系研究施設発ベンチャー企業形態 
企業形態 件 数 割合（％） 企業形態 件 数 割合（％） 
株式会社 188(94) 74.9(73.4)  株式会社 20[1] 83.3 
有限会社 45(25) 17.9(19.6)  有限会社 4 16.7 
その他 18(9) 7.2(7.0)  その他 0 0.0 
計 251(128) 100.0(100.0) 計 24[1] 100.0 
＊（ ）内の数値は平成 12 年度調査の値。[ ]内の数値は内数で、「大学等発ベンチャー企
業形態」の再掲である。 
 




表 2-18 大学等の関与種別 
大学等の関与（複数回答可） 件 数 割合（％） 
人材移転型 177(90) 70.5(70.3) 
特許以外による技術移転（又は研究成果活用）型 115(41) 45.8(32.0) 
特許による技術移転型 64(29) 25.5(22.7) 
出資型 45(29) 17.9(22.7) 
その他 0(25) 0(19.5) 
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表 2-19 政府系研究施設の関与種別 
政府系研究施設の関与（複数回答可） 件 数 割合（％） 
特許による技術移転型 20(1) 83.3 
人材移転型 20(1) 83.3 
特許以外による技術移転（又は研究成果活用）型 8 33.3 
出資型 1 4.2 
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義がある」との回答は 57 件あり、その数は昨年の 44 件から増加している。その中で最も
多かったのが「大学院レベル」（28 件）としたものであった（表 2-20）。一方、私立大学で
は「コースがある」が 11 件で「講義がある」は 42 件であった。内訳を見ると、「コース」
の場合大学院レベルのものが 6 件で、「講義」の場合は学部レベルが 18 件となっている。
その他公立大学では「コース」が 1 件、「講義」が 9 件（うち大学院レベル、学部レベル各












表 2-20 起業に関する教育 
学校種別 コースがある 講義がある 








国立高等専門学校（54）[53] 1[1] 4[5]  
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公立高等専門学校（5）[4] 0[0] 0[0] 
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[0] 
計（323）[269] 13[7] 111[74] 
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 












表 2-22 起業の相談機関 
学校種別 学内にある 学外にある ない 
国立大学（80）[77] 27[19] 30[17] 34[45] 
公立大学（41）[24] 3[0] 7[2] 32[21] 
私立大学（140）[108] 13[6] 6[6] 88[81] 
国立高等専門学校（54）[53] 6[4] 10[12] 35[36] 
公立高等専門学校（5）[4] 0[0] 1[0] 4[4] 
私立高等専門学校（3）[3] 1[1] 0[0] 2[2] 
計（323）[269] 50[30] 54[37] 195[189] 
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-23 政府系研究施設の相談部署 
 施設内にある 施設外にある ない 
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ルファンドがある」と回答したのは国立大学 5 件と私立大学 3 件のみで、ほぼ昨年度調査
と同じである（表 2-24）。一方、現在はないが「計画･検討中」であるという回答が、国立




表 2-24 ベンチャーキャピタルファンドの有無 
学校種別 ある ない(計画・検討中) ない(計画・検討なし) 
国立大学（80）[77] 5[5] 10[8] 63[61] 
公立大学（41）[24] 0[0] 0[0] 41[23] 
私立大学（140）[108] 3[2] 19[10] 87[82] 
国立高等専門学校（54）[53] 0[0] 1[0] 50[51] 
公立高等専門学校（5）[4] 0[0] 0[0] 5[4] 
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[0] 3[3] 
計（323）[269] 8[7] 30[18] 249[224] 
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-25 ベンチャーキャピタルファンドの有無 
 ある ない(計画・検討中) ない(計画・検討なし) 











表 2-26 大学等発ベンチャーへの出資 
学校種別 出資経験がある 出資したいと思う 出資したいと思わない
国立大学（80）[77] － 27[10] 34[40]
公立大学（41）[24] 0[0] 2[3] 33[15]
私立大学（140）[108] 3[2] 28[18] 55[53]
 - 18 -
国立高等専門学校（54）[53] － 8[8] 36[37]
公立高等専門学校（5）[4] 0[0] 0[1] 2[2]
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[1] 1[2]
計（323）[269] 3[2] 65[41] 161[49]
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-27 政府系研究施設発ベンチャーへの出資 
 出資経験がある 出資したいと思う 出資したいと思わない








成 12 年 4 月から、学長・副学長を除いて報酬の有無を問わず営利企業の役員に就任する道
が開かれた。これは、（ⅰ）大学等技術移転促進法に基づく技術移転機関の取締役等（人事
















行済株式総数の 3 分の 1 を超える株式を有しており、かつ、当該株式に関わる会社が当該









役職制限が「ある」という回答は、公立大学 26 校、私立大学 46 校、公立高専 4 校、私
立高専 2 校となっている（表 2-28）。「全く制限がない」との回答は、公立大学 4 校、私立
大学 44 校のみである。国立大学の役職制限は、前述のようにやや緩やかになってきたが、
私立大学でも全く制限がないものが増加している。また、教員の研究成果を活用する場合
や TLO 活動に携わる場合には制限がないとするものは、公立大学 3 校、私立大学 7 校であ
った。これについても多少であるが増加している。一方、「(原則として)兼業禁止」は、私
立大学で 3 校、政府系研究施設で 1 施設あり、厳格な制限のあるところもある。 
政府系研究施設は、傾向は公立大学に類似している（表 2-29）。 
 





公立大学（41）[24] 26[16] 3[1] 4[4]
私立大学（140）[108] 46[53] 7[4] 44[21]
公立高等専門学校（5）[4] 4[4] 0[0] 0[0]
私立高等専門学校（3）[3] 2[1] 0[0] 0[2]
計（189）[139] 78[74] 10[5] 48[27]
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-29 役職制限 
 制限がある 研究成果活用のみ制限なし 全く制限がない 
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は、大学等全体と比較すると、無回答分を除くと、若干「ない」が多くなっている。 
 
表 2-30 兼業時間数報告の要不要 






（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-31 兼業時間数報告の要不要 










間／週というのが最も多かった（それぞれ 3 件、4 件）。一方、私立大学の場合、前者は 8





制限がある」として、勤務時間外に 12 時間／週の制限があるとしたところが 1 件、「内外
を通じて」12 時間／週の制限があるとしたところが 1 件、勤務時間外のみ兼業が認められ
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公立大学（41）[24] 4[3] 9[8] 6[3] 0[2] 11[4]
私立大学（140）[108] 16[13] 11[11] 36[21] 3[1] 17[13]
公立高等専門学校（5）[4] 0[1] 0[1] 2[0] 1[0] 0[0]
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[0] 1[0] 0[0] 0[2]
計（189）[139] 20[17] 20[20] 45[24] 4[3] 28[19]
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 




























表 2-34 兼業収入制限 
学校種別 ある ないが要報告 ない 
公立大学（41）[24] 3[6] 15[7] 10[7]
私立大学（140）[108] 0[5] 20[15] 68[47]
公立高等専門学校（5）[4] 0[1] 2[2] 0[0]
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[0] 2[2]
計（189）[139] 3[12] 37[24] 80[56]
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
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表 2-35 兼業収入制限 
 ある ないが要報告 ない 







一方、政府系研究施設は株式保有の制限ありとした回答が 3 件、「ないが要報告」が 15
件で、大学等よりも規制がやや厳しい（表 2-37）。 
 
表 2-36 株式保有の制限 
学校種別 ある ないが要報告 ない 
公立大学（41）[24] 0[1] 0[1] 27[18]
私立大学（140）[108] 0[2] 7[5] 82[62]
公立高等専門学校（5）[4] 0[0] 0[0] 2[2]
私立高等専門学校（3）[3] 0[0] 0[0] 2[2]
計（189）[139] 0[3] 7[6] 115[84]
（注）（ ）内は回答数。[ ]内は平成 12 年度調査結果。 
 
表 2-37 株式保有の制限 
 ある ないが要報告 ない 
政府系研究施設（38） 3 15 13
（注）（ ）内は回答数 
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第３章 日本の大学等発ベンチャーに関する第 2 次調査の方法と対象 
 
第 1 節 調査の方法 
 
 第 1 次調査により所在が判明したベンチャー274 社（大学等発：251 社、政府計研究施設











アンケート調査票の発送は平成 13 年 10 月に行い、調査票の返送の締め切りは平成 13 年
11 月 15 日とした。 
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第 2 節 調査の対象とその選定方法 
 
調査対象は、第 1 次調査で判明した 274 社の大学等発ベンチャーである。   
 設立準備中は除く。内訳は以下の通りである。 
 
大学等発ベンチャー    ：251 社 
政府系研究施設発ベンチャー： 24 社 
計        274 社（両社が関与した重複分 1 社を除く） 
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第 3 節 回答率と大学等発ベンチャーの概要 
 
１ 回答率 
第 1 次調査により所在が判明したベンチャー274 社に対し、大学等の関与のあり方や起業
時および現在の問題点等について質問紙票を郵送により配付し、調査を行った。回答件数
は大学等発ベンチャー251 社中 107 社（回答率：43％）、政府系研究施設発ベンチャーは
24 社中 14 社（回答率：61％）で、全体で 121 社、回答率 44％。昨年度調査では 57％で、
少し低下したが、比較的高い回答率を得ている。平成 12 年度調査の大学等発ベンチャー回







多く、次いで同様に私立大学関与ベンチャーが 38％となっているが、第 1 次調査ではそれ





表 3-1 大学等発ベンチャー数 
関与形態 関与種別 学校数 件 数 割合（％） 
単 体 
国立大学 32(27) 58(44) 54.2(60.2) 
公立大学 2(1) 2(1) 1.9(1.4) 
私立大学 16(9) 39(21) 36.5(28.7) 
国立高等専門学校 3(2) 3(2) 2.8(2.7) 
複 数 
複数の国立大学 2(1) 1.9(1.4) 
国立・公立大学 0(1) 0.0(1.4) 
国立・私立大学 0(1) 0.0(1.4) 
国立大学・国立高等専門学校 1(1) 0.9(1.4) 
複数の私立大学 1(0) 0.9(0.0) 
私立大学・私立高専 0(1) 0.0(1.4) 
国立・私立大学・政府系研究施設 1(0) 0.9(0.0) 
計 107(73) 100.0 
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＊（ ）内は平成 12 年度の値 
 
表 3-2 政府系研究施設発ベンチャー数 
関与形態 関与種別 施設数 ベンチャー数 割合（％） 
単 体 
独立行政法人研究所 2 6 42.9 
特殊法人研究所 2 8 57.1 











表 3-3 大学等発ベンチャー企業形態     表 3-4 政府系研究施設発ベンチャー企業形態 
企業形態 件 数 割合（％）  企業形態 件 数 割合（％） 
株式会社 83(60) 77.5(82.2)  株式会社 12 85.7 
有限会社 16(8) 15.0(11.0)  有限会社 2 14.3 
その他 8(5) 7.5(6.8)  その他 0 0.0 
計 107(73) 100.0(100.0) 計 14 100.0 
＊（ ）内の数値は平成 12 年度調査の値。 
 
表 3-5 大学等の関与の種別 
大学等の関与（複数回答可） 件 数 割合（％） 
人材移転型 77(48) 72.0 (65.8) 
特許以外による技術移転（又は研究成果活用）型 53(31) 49.5(42.5) 
特許による技術移転型 33(19) 30.8(26.0) 
出資型 18(15) 16.8(20.5) 
その他 0(13) 0.0(17.8) 
＊（ ）内の数値は平成 12 年度調査の値。 
（注）複数回答のため合計が 100％を超えている。 
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表 3-6 政府系研究施設の関与の種別 
政府系研究施設の関与（複数回答可） 件 数 割合（％） 
特許による技術移転型 13 92.9 
人材移転型 12 85.7 
特許以外による技術移転（又は研究成果活用）型 5 35.7 
出資型 0 0.0 







（１）資本金（2001 年 10 月現在） 
大学等発ベンチャーでは、回答数 94 社中、「500 万以上 3,000 万円未満」の企業で 46 社
（49％）を占める。次いで「１億以上 10 億円未満」が 14 社（15％）。「300 万円未満」の
企業も 7 社（7％）あり、最高は 8 億円となっている。平成 12 度調査では、72 社中、「1,000
万以上 3,000 万円未満」の企業で 30 社（42％）を占めており、「１億以上 10 億円未満」が
13 社（18％）、「300 万円未満」が 3 社（4％）で、若干小規模化していることがわかる。 
政府系研究施設発ベンチャーは、14 社中、「1,000 万以上 3,000 万円未満」の企業が 5 社
（36％）、「3,000 万以上 5,000 万円未満」が 4 社（29％）と、大学等発ベンチャーよりも
やや資本金が多い。 
 
（２）社員数（2001 年 10 月現在） 
大学等発ベンチャーでは、回答数 104 社中、「1～4 人」が 47 社（45％）、「5～9 人」が
29 社（28％）と、9 人までの中小企業で 76 社（73％）を占める。最高で 117 人である。
平成 12 年度調査は、71 社中、「1～4 人」と「5～9 人」が、それぞれ、27 社（38％）、23
社（32％）、9 人までで 50 社（70％）と、傾向は類似している。である。昨年度の最高人
数が 148 人なので、やや社員数も減少傾向である。 
また、政府系研究施設発ベンチャーでは、14 社中、「1～4 人」、「5～9 人」がそれぞれ 5
社で、9 人までで 71％となり、ほぼ同じ傾向であるが、最高人数は 13 人と少数である。 
 
（３）技術者数（2001 年 10 月現在） 
大学等発ベンチャーでは、回答数 99 社中「1～4 人」が 66 社（67％）、「5～9 人」が 17
社（17％）と、9 人までで 83 社（84％）を占める。最高で 85 人である。平成 12 年度調査
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では、63 社中、「1～4 人」と「5～9 人」がそれぞれ 62％、24％、9 人までで 86％、最高
108 人であった。傾向は類似している。 
政府系研究施設発ベンチャーは、14 社中、「1～4 人」、「5～9 人」がそれぞれ 7 社で、最
高 8 人であった。 
 
（４）直近の会計年度の売上高 
大学等発ベンチャーでは、回答数 77 社中、「1 億以上 5 億円未満」と「100 万円未満」の
企業がそれぞれ 16 社（21％）で、合わせて 42％を占める。「10 億円以上」の企業も 3 社
（4％）ある。平成 12 年度調査では、50 社中、「1 億以上 5 億円未満」の企業が 18 社（36％）
と最も多く、「100 万円未満の企業」が 5 社（10％）、「10 億円以上」の企業が 2 社（4％）
あり、若干小規模化傾向が見られる。 
政府系研究施設発ベンチャーは、回答数 12 社中、「1 億以上 5 億円未満」と「1,000 万以





大学等発ベンチャーでは、回答数 61 社中、「0％以上 50％未満」が最も多く 23 社（38％）、
次いで「0％未満」が 13 社（21％）であった。平成 12 年度調査では、回答数 29 社中、や
はり「0％以上 50％未満」が最も多く 8 社（28％）、次いで「0％未満」と。「100％以上 200％
未満」が各 6 社（21％）であった。傾向はほぼ同じである。 
政府系研究施設発ベンチャーは、回答数 7 社中、「0％以上 50％未満」、「50％以上 100％
未満」、「100％以上 200％未満」がそれぞれ 2 社（29％）で、さまざまである。 
 
（６）直近の会計年度の経常利益 
大学等発ベンチャーでは、回答数 96 社中、「－100 万円未満」が最も多く 48 社（50％）。
最高で 3,800 万円。平成 12 年度調査では、回答数 46 社中、やはり「－100 万円未満」が
最も多く 17 社（37％）。最高で 1 億 3,000 万円。経常利益は平成 13 年度は減少気味である。 
政府系研究施設発ベンチャーは、回答数 10 社中、「－100 万円未満」が最も多く 5 社（50％）。
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第 4 節 大学等発ベンチャーに対する調査結果 
  











のを導入｣が 4 件、「共同研究」が 3 件という結果になっている。 
また、起業者の起業前の職業は、大学等発ベンチャーで、回答数 75 件中、中小企業関係
者 28 件（37％）が割合として多い。しかし、内訳の詳細を見ると、大学の教員 18 件（全
体の 24％）が最も高い割合になっている。次いで多いのは中小企業の経営者・役員で、15
件（全体の 20％）である。平成 12 年度調査では、回答数 62 件中、中小企業関係者 24 件
（39％）が割合として多く、内訳の詳細を見ると、中小企業の経営者・役員と大学の学生
がそれぞれ 12 件（全体の 19％）で、最も高い割合になっていた。次いで多いのは大学の教
員 8 件（全体の 13％）であった。中小企業関係者は依然として多いが、大学の学生が減少
し、大学の教員が増加傾向にある。 
一方、政府系研究施設発べンチャーの前職は、ほとんどが政府系研究施設研究員で、7 件
(44％)。また、中小企業関係者よりも大手企業関係者が多く、4 件（研究者・技術者 2 件、




る地位は、回答数 90 件中、教員が最も多く、58 件（64％）となっている。内訳の詳細を
みると、教授 41 件（全体の 46％）、次いで修士課程学生 13 件（全体の 14％）である。中
でも、特に、在職中の教授が 39 件(全体の 43％)というのが目立つ。また、平成 13 年度調
査では、助教授（9 件、10％）も、昨年度調査の 2 件（3％）と比較すると増加している。
平成 12 年度調査では、回答数 58 件中、やはり教員が最も多く 29 件（50％）となっていた。
内訳の詳細は、教授 21 件（全体の 36％）、次いで修士課程学生 12 件（全体の 21％）であ
る。｢技術移転型｣同様、ここでも大学教員が増加し、学生が減少している。 
政府系研究施設発べンチャーでは、回答数 11 件中、全てが政府系研究施設研究員で、そ
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の 82％が常勤であった。 
さらに、その核となる技術については、大学等発ベンチャーでは、大学等の技術を導入
したものが最も多く、回答数 89 件中 62 件（70％）である。なお、詳細を見ると、｢研究者
個人から導入｣が全体の 56％を占める。また、公的機関や民間機関の技術を導入している場







全てが教員であった。内訳は、在職中の教授 19 件（79％）、次いで在職中の助教授 3 件(13％)
となっている。平成 12 年度調査では、回答数 23 件中、教員が最も多く 22 件（96％）。残
りの 1 件は客員研究員であった。内訳の詳細は、教授 14 件（全体の 61％）、次いで助教授
5 件(全体の 22％)。 
政府系研究施設では、回答数 2 件で、全て常勤の在職中研究員であった。 
また、その核となる技術は、大学等発ベンチャーでは、大学等の技術を導入したものが
最も多く、回答数 25 件中 19 件（76％）である。なお、詳細を見ると、｢研究者個人から導
入｣が 14 件(56％)を占める。平成 12 年度調査では、大学等の技術が最も多く、回答数 18






受けている」34 件（18％）の順に割合が高い（複数回答：回答数 184 件）。平成 12 年度調
査でも、「共同研究」39 件（32％）、「技術指導を受けている」24 件（20％）の順であり（複
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３ 大学等からの支援 
大学等からの起業時の支援は、回答数 106 件中 44 件（42％）が受けており、受けていな
い方が 62 件（58％）と多くなっている。具体的な起業時の支援は、「技術等の指導」16 件、
「情報提供、紹介、斡旋」10 件の回答があった（表 3-7）。平成 12 年度調査でも、回答数






































中 54 件（55％）が「受けている」と回答しており、「受けていない」44 件（45％）を上回
る。具体的には、「技術等の指導」18 件、「情報提供、紹介、斡旋」9 件の回答があった（表
3-9）。 
平成 12 年度調査でも、回答数 71 件中 43 件（61％）が「受けている」と回答しており、「受
けていない」28 件（39％）を上回る。しかし、昨年度の方が支援を受けている場合が若干
多い。やはり、「技術等の指導」12 件、「情報提供、紹介、斡旋」11 件の回答が上位である。 
起業後から現在まで政府系研究施設から支援を受けているかという問には、回答数 13 件
中 6 件（46％）が受けており、受けていない方が 7 件（54％）と多くなっている。具体的




































起業の動機については、回答件数 127 件中、多いものから、「技術の実用化」51 件（40％）、
次いで「社会的貢献」26 件（20％）、「ビジネスアイディアの商業化」23 件(18％)である。




に引き続き、本年度も 4 件、3％と、最下位となっている。 
政府系研究施設発ベンチャー(回答数 18 件)でも、「技術の実用化」12 件（67％）は圧倒
的に多かったが、「ビジネスアイディアの商業化」については 0 件であった。また、「社会
的貢献」は、やはり第 2 位で、3 件（17％）となっている。 
 
（２） 起業時の資本金 
大学等発ベンチャーの起業時の資本金については、回答数 85 件中、「500 万以上 1,000
万円未満」の企業が 32 件（38％）と最も多く、次いで「1,000 万以上 3,000 万円未満」が




う。平成 12 年度調査では、回答数 72 件中、「1,000 万以上 3,000 万円未満」の企業が 36
件（50％）と最も多く、次いで「300 万以上 500 万円未満」の企業が 11 件（15％）。「300
万円未満」の企業も 6 件（8％）あり、最高の額は 10 億円である。平成 12 年度調査より平
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成 13 年度調査の方が起業時の資本金がやや小額になっている。 
また、政府系研究施設発ベンチャーの起業時の資本金については、回答数 14 件中、「1,000
万以上 3,000 万円未満」の企業が 6 件（43％）と最も多く、次いで「3,000 万以上 5,000









らも 25％以下の出資割合というのが 15 件あった。平成 12 年度調査では、創立者の自己資










大学等発ベンチャーの起業時のスタッフは、回答数 94 件中、1～4 人が 63 件（67％）、5
～9 人が 25 件（27％）と、9 人までの零細企業が 88 件（94％）を占める。最高で 56 人で
ある。その後は現在に至るまで増加傾向にある。平成 12 年度調査では、回答数 64 件中、1
～4 人が 36 件（56％）、5～9 人が 22 件（34％）と、9 人までの零細企業が 58 件（91％）
で、平成 13 年度調査の方が若干小規模である。 
政府系研究施設発ベンチャーも、回答数 11 件中、1～4 人が 7 件（64％）、5～9 人が 3





が 56 件（22％）と高い。次いで「スタッフの確保」42 件（17％）、「販売先」34 件（14％）、
「入居先」26 件（10％）、「企業設立などの法務」24 件（10％）、「財務・会計マネジメン
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ト」23 件（9％）、「大学等の兼業規則等の制約」22 件（9％）などと続いている。平成
12 年度調査でも(複数回答：回答数 173 件)、「資金調達」が 43 件（25％）と高い。次い













った。「公的機関」に行ったという回答は 39 件（34％）、｢民間機関｣へは 21 件（18％）あ
った。一方、平成 12 年度調査では（回答数 77 件）、「公的機関」に行ったという回答が最







は｢民間機関｣の方が多く、3 件（21％）「公的機関」に行ったという回答は 2 件（14％）で
あった。 
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110 件）の場合、「補助金」がトップで 31 件（28％）、次いで「インキュベータ等の施設利
用」が 18 件（16％）、「低利融資」14 件（13％）であった。全般に金融支援の割合が多い
が（51％）、場所の確保についても役立った場合が多いようである。平成 12 年度調査（複
数回答：回答数 96 件）では、「補助金」と「インキュベータ等の施設利用」がトップで各
17 件（18％）、次いで「低利融資」11 件（11％）であった。金融支援全体では 44％である。
役立つ公的支援の中でも、金融支援の割合はさらに大きくなっている。 



























































































ベンチャーでは 13 件（81％）とほとんどで、政府系研究施設発ベンチャーは 3 件（50％）
となっている。また、75～100％は、前者が 3 件（19％）、後者が 2 件（33％）で、両者と
も、少ない割合で輸出を行っている場合か、あるいは、ほとんどの売上げが輸出によるも
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のである場合かのどちらかである。 
また、主な輸出先としてあげられているのは、大学等発ベンチャーでは、回答国数 23 か
国中、アメリカが最も多く 7 件、次いで韓国が 3 件であり、他は 1 件ずつであるが、ＥＵ
加盟国としては 5 件あった。政府系研究施設発ベンチャーは、回答国数 11 か国中、やはり






けた開発段階」が多く、それぞれ 179 件中 58 件（32％）、28 件中 9 件（32％）と、約 3
分の 1 を占める。次いで多いのが、「研究開発や設計の受託」で、それぞれ 34 件（19％）、
6 件（21％）となっており、傾向が類似している。その他、大学等発ベンチャーでは、「製
品の自主生産」30 件（17％）、「開発した技術の license out」23 件（13％）などが続き、
政府系研究施設発ベンチャーでは、「製品の自主生産」と「開発、設計した製品を他社に委
託して生産」がそれぞれ 5 件（18％）と並んでいる。 
将来については目標がわかれており、大学等発ベンチャー(回答数 154 件)が「開発した技
術の license out」42 件（27％）、「開発、設計した製品を他社に委託して生産」が 29 件（19％）、
「研究開発や設計の受託」と「製品の自主生産」が並んで 28 件（18％）となっているのに
対し、政府系研究施設発ベンチャー(回答数 30 件)は、「製品の自主生産」7 件（23％）、次
いで「研究開発や設計の受託」、「開発した技術の license out」、「開発、設計した製品を他






いて、大学等発ベンチャー（回答数 101 件）は、設立後「10 年以内を目指す」企業が 29
件（29％）、次いで「5 年以内を目指す」企業が 22 件（22％）で、合わせて 50％を占めて
いる。平成 12 年度調査（回答数 73 件）では、設立後「10 年以内を目指す」企業が 24 件
（33％）、次いで、「5 年以内を目指す」企業が 22 件（30％）で、合わせて 63％という割
合になっていた。昨年度と比較して特徴的なのは、ＩＰＯを目指す企業が昨年度調査では
かなり多かった（48 件・66％）のに対し、平成 13 年度調査では 60 件（59％）と、減少傾
向にあることである。したがって、「ＩＰＯはしないで安定成長を目指す」とする企業が 18
件（25％）から 28 件（28％）となったり、「適当な時期に会社を売却する」とする企業が
3 件（4％）から 7 件（7％）となるなど、他の目的がやや増加している。 
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一方、政府系研究施設発ベンチャ （ー回答数 14 件）は、ＩＰＯを目指す企業が全体の 71％
（10 件）を占めており、かなり多かった。設立後「10 年以内を目指す」企業が 5 件（36％）、










る。内訳の詳細を見ると、「技術開発のスタッフ不足」が 52 件（全体の 12％）、「研究開発
資金の不足」が 51 件（全体の 11％）と高くなっている。また、｢マネジメント・スタッフ
不足｣と｢営業スタッフ不足｣を合わせると、｢技術開発スタッフ不足｣を上回っていることは
注目に値する。「困っていることは特になし」も 12 件（全体の 3％）あった。平成 12 年度
調査で現在の問題点として挙げられているものもほぼ同様の傾向で（複数回答：回答数 291
件）、選択肢中最も多かったものが「スタッフの確保」91 件（31％）、次いで「資金調達」
84 件（29％）である。内訳の詳細も、「技術開発のスタッフ不足」が 38 件（13％）、「研究




である。内訳の詳細を見ると、「技術開発のスタッフ不足」が 7 件（全体の 12％）、「マネジ
メント・スタッフが不足」と「販路を大幅に拡大できない」がそれぞれ 6 件（全体の 10％）、
「研究開発資金の不足」、「設備投資資金の不足」、「運転資金の不足」がそれぞれ 5 件（8％）
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表 3-19 大学等発ベンチャーのその他の問題点、感想(平成 13 年度調査) 





























表 3-20 大学等発ベンチャーのその他の問題点、感想(平成 12 年度調査) 
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表 3-21 政府系研究施設発ベンチャーのその他の問題点、感想 
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第 4 章 大学等発ベンチャーの現状と推進方策に関する調査のまとめ 
 








 まず大学等発ベンチャーの数については、平成 12 年度調査結果である 128 社に比べて、
平成 13 年度調査では 251 社と、2 倍近くに増加していることが注目される。しかし、この
数字は、前述のように、回答率が高まったことと、前年度にも調査票を提出した大学であ
っても新たに把握できたベンチャーが出てきたことによる増加分を含んでいる。そして、
それらを除いた純増分、すなわち、平成 12 年度調査以降、平成 13 年度調査までに新たに
設立されたベンチャーの数は 65 社であった。また、暦年で見た場合の各年のベンチャー設
立数は、平成 9 年 12 社、10 年 22 社、11 年 42 社、12 年 72 社と、急増している傾向をう
かがうことができる（表 2-13 参照）。 






















中」とする回答が 10 件から 19 件と 2 倍近く増加しており、意欲的である。政府系研究施
設では、全ての回答が「計画も検討もない」とするもので、消極的であった。 
また、ベンチャーへの出資に対しては、国立大学では今のところ不可であるが、「今後出


















金が「500 万以上 3,000 万円未満」（49％）、社員数が 1～9 人（73％）、売上高「1 億以上 5
億円未満」（21％）または「100 万円未満」（21％）といったものである。平成 12 度調査で
は、資本金が「1,000 万以上 3,000 万円未満」（42％）で、社員数が 1～9 人（70％）、売上
高「1 億以上 5 億円未満」（36％）であったので、若干小規模化していることがわかる。一
方、政府系研究施設発ベンチャーは、資本金「1,000 万以上 3,000 万円未満」（36％）もし
くは「3,000 万以上 5,000 万円未満」（36％）、社員数が 1～9 人（71％）、売上高「1 億以上











































 - 48 -
間機関では銀行やベンチャー・キャピタルに相談する場合が多い。政府系研究施設発ベン
チャーでは、回答数 14 件のうち、「公的機関にも民間機関にも行かなかった」とする回答


























（23％）という割合が若干高く、他は 20％のものが 3 項目あった。前者が特許を基に運営
していこうとする傾向が比較的強いが、後者は企業ごとに目標がさまざまである。 
株式公開については、昨年度と比較して特徴的なのは、ＩＰＯを目指す企業が昨年度調
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第５章 大学等発ベンチャーの現状と推進方策に関する調査結果の集計 
第 1 節 第 1 次調査結果 
〔　総　表　〕
摘　　　　　要
 ① 国立大学 80 校 80 校 100.00 ％
 ② 公立大学 41 校 41 校 100.00 ％
 ③ 私立大学 173 校 140 校 80.92 ％
 ④ 国立高等専門学校 54 校 54 校 100.00 ％
 ⑤ 公立高等専門学校 5 校 5 校 100.00 ％
 ⑥ 私立高等専門学校 3 校 3 校 100.00 ％
小　　　　　計 356 校 323 校 90.73 ％
 ⑦ 政府系研究施設 55 施設 38 施設 69.09 ％
合　　　　　計 411 361 87.83 ％
188 社 74.90 ％
45 社 17.93 ％
18 社 7.17 ％
251 社
64 社 25.50 ％
115 社 45.82 ％
177 社 70.52 ％
45 社 17.93 ％
20(1) 社 83.33 ％
4 社 16.67 ％
0 社 0.00 ％
24(1) 社
20(1) 社 83.33 ％
8 社 33.33 ％
20(1) 社 83.33 ％
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関与形態
43 校 118 社 47.01 ％
5 校 8 社 3.19 ％
27 校 107 社 42.63 ％
4 校 6 社 2.39 ％
0 校 0 社 0.00 ％
0 校 0 社 0.00 ％
3 社 1.20 ％
国立大学及び公立大学 1 社 0.40 ％
1 社 0.40 ％
1 社 0.40 ％
3 社 1.20 ％
1 社 0.40 ％
1 社 0.40 ％
1 社 0.40 ％
251 社
関与形態
 単　体 5 施設 23 社 95.83 ％



















【 大学等発ベンチャー 関与形態 】　
【 政府系研究施設発ベンチャー 関与形態 】　
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No. 社　数 No. 設立年 社　数
1 1 1 1979年 1
2 1 2 1996年 2
3 2 3 1998年 4
4 1 4 1999年 3
5 1 5 2000年 6(1)
6 1 6 2001年 8
7 1 24(1)
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 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他　    　※ 1 1 1.25%
 a.大学院レベル 28 35.00%
 b.学部レベル 21 26.25%
 c.公開講座 3 3.75%
 d.その他　    　※ 2 5 6.25%
34 42.50%
4. 無回答 1 1.25%
1. 学内にある  機関名　　    　※ 3 27 33.75%
2. 学外にある  機関名･関係   　※ 4 30 37.50%
34 42.50%
4. 無回答 2 2.50%
5 6.25%
 a.計画･検討中 10 12.50%
 b.計画･検討なし 63 78.75%
3. 無回答 2 2.50%
27 33.75%
34 42.50%
3. 無回答 　　    　　　　※ ① 16 20.00%
回答総数 80 校中
２．大学等発ベンチャーの支援について
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No. 名　　　　称 住　　　　所 連絡先 出資者
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d.その他　    ※ 2 1 2.44%
34 82.93%
0 0.00%
機関名　      ※ 3 3 7.32%
機関名･関係   ※ 4 7 17.07%
32 78.05%







3. 無回答 0 0.00%
2 4.88%
33 80.49%
　　　　　　　※ ② 6 14.63%
              ※ 5 26 63.41%
3 7.32%
4 9.76%
　　　 　　　※ ③ 7 17.07%
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　　　 　　　※ ③ 7 17.07%
19 46.34%
　　　　 　　※ ④ 9 21.95%
11 26.83%
1. 勤務時間内での兼業時間
数に制限がある  時間／週   ※ 6  その他       ※ 7 4 9.76%
　a.勤務時間内  時間／週   ※ 8  その他 2 4.88%
　　勤務時間外  時間／週  その他       ※ 9 1 2.44%
　b.勤務時間内外を通じて

















3. 勤務時間内も含めて兼業時間数に制限がない　　　 　     ※
⑥
3























































































【問2-2-1-d　相談する機関が学内にある：機関名】             ※ 3
科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ
ﾘｴｿﾞﾝｵﾌｨｽ


















































　　　　　　　　　　   　勤務時間内外を通じて：時間／週】 　※ 10
【問3-3-2-b　勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある／



















【問3-3-1　勤務時間内での兼業時間数に制限がある：時間／週】  ※ 6
【問3-3-1　勤務時間内での兼業時間数に制限がある：その他】 　 ※ 7
兼業先の役職について制限がある





































【問3-3-2　勤務時間外も含めて制限がある】                 ※ ⑤














【問3-2　兼業時間数について、報告の必要がありますか】      ※ ④
付　　帯　　意　　見
医学部
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 a.大学院レベル 6 3.47%
 b.学部レベル 5 2.89%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他 　   0 0.00%
 a.大学院レベル 13 7.51%
 b.学部レベル 18 10.40%
 c.公開講座 6 3.47%
 d.その他　    ※ 1 5 2.89%
78 45.09%
　　　　　　 32 18.50%
 機関名　      ※ 2 13 7.51%
 機関名･関係   ※ 3 6 3.47%
88 50.87%
32 18.50%
               ※ 4 3 1.73%
 a.計画・検討中 19 10.98%
 b.計画・検討なし 87 50.29%
31 17.92%
　　　 　　　　※ 5 3 1.73%
106 61.27%
32 18.50%
今後出資したいと思いますか？               ※ ②
28 16.18%
55 31.79%
            56 32.37%
1. ある               ※ 6 46 26.59%
7 4.05%
44 25.43%
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　　　　　　　※ ④ 54 31.21%
1. 勤務時間内での兼業時間
数に制限がある  時間／週  ※ 7  その他       ※ 8 16 9.25%
　a.勤務時間内  時間／週  ※ 9  その他       ※ 10 3 1.73%
　　勤務時間外  時間／週  ※ 11  その他       ※ 12 3 1.73%





 時間／週  その他       ※ 15 3 1.73%
17 9.83%
59 34.10%
1. ある 0 0.00%
20 11.56%
68 39.31%

















5. 勤務時間外のみ兼業が認められ、兼業時間数に制限がない  ※ ⑥
3




















































No. 名　　　　称 住　　　　所 連絡先 出資者





















【問2-2-1-d　相談する機関が学外にある：機関名・関係】       ※ 3


























【問3-1-1　ベンチャーキャピタルファンドがある】              ※ 4
 
 





































































































































【問3-3-1　勤務時間内での兼業時間数に制限がある：時間／週】  ※ 7



































　　　　　　　　　　　　　　　 　　勤務時間外：時間／週】   ※ 11
【問3-3-2-a　勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある／
45時間/年
　　　　　　　　　　　　　　  　  　勤務時間外：その他】   ※ 12
【問3-3-2-a　勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある／


















　　　　　　　　　　　　　　    　　勤務時間内：その他】   ※ 10
【付帯意見　問2-2　教員または学生が起業しようとする








































【問2-4-2　今後出資したいと思いますか】     　             ※ ②
付　　帯　　意　　見
今の段階では、解答できません
【問3-1　兼業先の役職について制限がありますか】            ※ ③
特に規定化されていないが、兼業自体が許可制となっている






































【問3-5　株式の保有について制限がありますか】              ※ ⑧
現段階では、制限していない。
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 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他　 　   ※ 1 1 1.85%
 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 1 1.85%
 c.公開講座 1 1.85%
 d.その他　    　※ 2 2 3.70%
48 88.89%
4. 無回答 3 5.56%
1. 学内にある  機関名　　 　   ※ 3 6 11.11%
2. 学外にある  機関名･関係 　      ※ 4 10 18.52%
35 64.81%
4. 無回答 5 9.26%
0 0.00%
 a.計画・検討中 1 1.85%
 b.計画・検討なし 50 92.59%
3. 無回答 3 5.56%
8 14.81%
36 66.67%
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 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他 　   0 0.00%
 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他　    0 0.00%
3. ない 5 100.00%
4. 無回答 0 0.00%
1. 学内にある  機関名　     0 0.00%
2. 学外にある  機関名･関係    ※ 1 1 20.00%
3. ない 4 80.00%
4. 無回答 0 0.00%
1. ある                 ※ 2 0 0.00%
 a.計画･検討中 0 0.00%
 b.計画･検討なし 5 100.00%
3. 無回答 0 0.00%
1. ある（何社） 0 0.00%
2. ない 5 100.00%
3. 無回答 0 0.00%
今後出資したいと思いますか？
1. 思う 0 0.00%
2. 思わない 2 40.00%
3. 無回答 3 60.00%
1. ある 4 80.00%
0 0.00%
3. 全く制限がない 0 0.00%
4. 無回答 1 20.00%
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1. ある 4 80.00%
2. ない 0 0.00%







間数に制限がある  その他         ※ 3 1 20.00%
0 0.00%
6. 無回答 2 40.00%
1. ある 0 0.00%
2. ないが、報告の必要がある 2 40.00%
3. ない。報告の必要もない 0 0.00%
4. 無回答 1 20.00%
1. ある 0 0.00%
2. ないが、報告の必要がある 0 0.00%
3. ない。報告の必要もない 2 40.00%
4. 無回答 1 20.00%
回答総数 5 校中
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 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他 　   0 0.00%
 a.大学院レベル 0 0.00%
 b.学部レベル 0 0.00%
 c.公開講座 0 0.00%
 d.その他　    0 0.00%
3. ない 3 100.00%
4. 無回答 0 0.00%
1. 学内にある  機関名　       ※ 1 1 33.33%
2. 学外にある  機関名･関係   0 0.00%
3. ない 2 66.67%
4. 無回答 0 0.00%
1. ある 0 0.00%
 a.計画・検討中 0 0.00%
 b.計画・検討なし 3 100.00%
3. 無回答 0 0.00%
1. ある（何社） 0 0.00%
2. ない 3 100.00%
3. 無回答 0 0.00%
1. 思う 0 0.00%
2. 思わない 1 33.33%
3. 無回答 2 66.67%
1. ある                ※ 2 2 66.67%
0 0.00%
3. 全く制限がない 0 0.00%
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1. ある 1 33.33%
2. ない 1 33.33%








6. 無回答 2 66.67%
1. ある 0 0.00%
2. ないが、報告の必要がある 0 0.00%
3. ない。報告の必要もない 2 66.67%
4. 無回答 1 33.33%
1. ある 0 0.00%
2. ないが、報告の必要がある 0 0.00%
3. ない。報告の必要もない 2 66.67%
4. 無回答 1 33.33%
回答総数 3 校中












































【私立高専　問2-2-1-d　相談する機関が学内にある：機関名】  ※ 1
相談する機関が学内にある
研究支援機構事務局
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1.している　 ※ 1 4 7.27%
2.していない　 29 52.73%
　　　　　　※ ① 5 9.09%
 部署名　    ※ 2 9 16.36%




 a.計画･検討中 0 0.00%




　　　　 　 ※ ② 9 16.36%
            ※ 4 23 41.82%
5 9.09%
4 7.27%
            ※ ③ 6 10.91%
17 30.91%
2. ない             ※ ④ 15 27.27%
6 10.91%
 その他      ※ 5 1 1.82%
 その他      ※ 6 3 5.45%
　　　勤務時間外 　時間／週   ※ 7  その他      ※ 8 4 7.27%
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がある       　　 ※ ⑥
  時間／週  ※ 11 その他      ※ 12 11 20.00%
14 25.45%








4. 無回答 　 7 12.73%
55 施設中
3
※ 1 ～ 12 および ① ～ ⑨ は別紙参照
兼業からの収入について制限がありますか？














3. ない。報告の必要もない　　　　　　　　　　　　　      ※
⑧




























































































































　　　　　　　　　　　　　　　     　　勤務時間外：その他】※ 8
【問3-3-2-b　勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある／

























































     を取得することも含めて政府系研究施設発ﾍﾞﾝﾁｬｰに貴施設は








【問3-2-2　兼業時間数について報告の必要がない】            ※ ④
付　　帯　　意　　見
但し、研究成果活用型役員兼業については、人事院に兼業活動の内容を報告する必要がある


































                                   報告の必要もない】    ※ ⑧
有報酬の場合
【問3-3-5　勤務時間外のみ兼業が認められ、兼業時間数に






























28 校 58 社 54.21 ％
2 校 2 社 1.87 ％
15 校 39 社 36.45 ％
3 校 3 社 2.80 ％
0 校 0 社 0.00 ％
0 校 0 社 0.00 ％
2 社 1.87 ％
国立大学及び公立大学 0 社 0.00 ％
0 社 0.00 ％
1 社 0.93 ％
0 社 0.00 ％
1 社 0.93 ％
0 社 0.00 ％
1 社 0.93 ％
107 社
83 社 77.57 ％
16 社 14.95 ％
8 社 7.48 ％
107 社
１．特許 33 社 30.84 ％
53 社 49.53 ％
３．人材 77 社 71.96 ％


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































   のおおよその出


















　　　 ～ 25 ％
　　　 ～ 25 ％





　  50 ～ 75 ％
　  50 ～ 75 ％
 　 75 ～100 ％
　　　合　　計
　　　 ～ 25 ％




 　 75 ～100 ％










 　 25 ～ 50 ％
　  50 ～ 75 ％
 　 25 ～ 50 ％
 　 75 ～100 ％




　  50 ～ 75 ％
 























3 ※19 55 51.40%




























　  50 ～ 75 ％











 　 25 ～ 50 ％
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【問3-2-2-d　核となる技術はどこから取得しましたか：その他】  ※ 7
【問3-3-2-a-ｵ　核となる技術はどこから取得しましたか
【問3-3-2-d　核となる技術はどこから取得しましたか：その他】  ※ 9
【問4-1-k　技術の供給源となった大学等又は出身大学等との現在の関係
 




































































































































【問6-1-f　起業の最も大きな動機：その他】                   ※ 13
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No. 資本金の出所 割合(%) 資本金の出所 割合(%) 資本金の出所 割合(%)
1 未記入 92






8 大学教員、複数 48 民間人、複数 52
9 友人 40
10 関西大学 49 地域ｺﾝｿのﾒﾝﾊﾞｰ 51
11 取締役、知人 20 ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｵﾌｨｽ 5
12 友人 10 0
13 役員 30 0
14 役員2人 30 知人等 25 法人 15







22 親類 10 ﾊﾟｰﾄﾅｰ 5
23 関連企業 50
24 企業1 63.3 企業2 13.3 企業3 13.3
25 法人5社 43 個人5名 37 未記入 7
26 創立者の家族 70 知人 20
27 親族 30 知人 20
28 親会社 70 関連会社 30


























































【問6-4-j　設立時の問題点は何でしたか：その他】            ※ 15
【問7-1-a　起業の相談をしたことがありますか：公的機関】     ※ 16
 










































【問7-1-a　起業の相談をしたことがありますか：民間機関】     ※ 17
【問7-2-g　公的機関の支援事業で役に立ったことは何ですか
 









































































































































61 なし  
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11 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 香港
12 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
































































【問8-2-g　現在の事業形態と将来目標：その他】              ※ 23


















































































































































40 無し  




















































69 ①大学内への事務所を開設することで効率よい事業運営を支援して欲しい②学位の特例制度を設けて欲しい  



























































【問11　その他、特に企業等に関することで問題点、感想等】     ※ 33
 


















































































































単　体 4 施設 14 社
12 社 85.71 ％
2 社 14.29 ％
0 社 0.00 ％
14 社
１．特許 13 社 92.86 ％
5 社 35.71 ％
３．人材 12 社 85.71 ％
４．出資 0 社 0.00 ％
　『 政府系研究施設発ベンチャーの現状と
　　　　　　　　　課題に関する調査（２次調査）』　　
【 政府系研究施設発ベンチャー集計・14 社 】
割　合
政府系研究施設





























































































































































































































































































※ 5 1 2.22%
a.受けた ※ 6 7 53.85%
b.受けない 6 46.15%



































































































































   のおおよその出
   所割合
　　　合　　計
 　 75 ～100 ％
 　 25 ～ 50 ％
6-2-2.ｃ
　　　合　　計
　　　 ～ 25 ％
 　 25 ～ 50 ％





















　　　 ～ 25 ％
 　 25 ～ 50 ％
　  50 ～ 75 ％
　  50 ～ 75 ％











 　 75 ～100 ％
　　　1～4人
　　　5～9
 　 75 ～100 ％
 































3 ※14 10 71.43%




























































































































































　  50 ～ 75 ％










 　 25 ～ 50 ％














































































      研究施設にして欲しかったこと、また現在して欲しいこと

























































【問3-1-2-e　起業者の起業前の職業は何ですか：その他】       ※ 2
【問3-2-2-d　核となる技術はどこから取得しましたか：その他】 ※ 3
【問3-3-2-d　核となる技術はどこから取得しましたか：その他】 ※ 4
                   その技術はどのようにして見つけましたか】※ 1
 












No. 資本金の出所① 割合(%) 資本金の出所② 割合(%) 資本金の出所③ 割合(%)
1 企業 57 個人 2
2 企業 100
3 父親 30 6社 35


























【問6-2-2-c　起業時の資本金のおおよその出所割合：その他】  ※ 9
輸出手続き
【問7-1-a　公的機関で起業の相談をしたことがありますか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：公的機関】      ※ 11








































No. 主な輸出先① 主な輸出先② 主な輸出先③
1 米国 仏国 英国
2 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、ｱﾒﾘｶ





































【問8-2-g　現在の事業形態と将来目標：その他】              ※ 17
【問8-1-2-a　現在、製品･ｻｰﾋﾞｽの輸出をしている：主な輸出先】※ 16
 







　　　　　　　　　　　　　　　　：ｽﾀｯﾌの確保のその他】  ※ 20
No. 現在何かお困りの点がありますか：ｽﾀｯﾌの確保のその他
1 技術顧問の兼業申請中で、増強








































































日本でstart up を立ち上げる上で最大の難点はventure capitalへの税制上の優遇策がないことであ
る。いわゆるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業への税法上の優遇策では何の意味もない。米国の制度の表面づらだけを真似
て制度をつくってもだめ
【問9-1-h　現在何かお困りの点がありますか：その他】         ※ 26
【問10　政府系研究施設発ﾍﾞﾝﾁｬｰの起業とその後の経営で、政府系研究施
【問11　その他、特に企業等に関することで問題点、感想等】    ※ 28
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第 3 節 調査票 
１ 第 1 次調査票 
（１）各国公私立大学および各国公私立高等専門学校に対する協力依頼文書 
 





                    
  文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課長 
加藤 善一 
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（２）調査票（国立大学・国立高等専門学校） 
 [整理番号：国立大学・高専＃            ]

























































                 筑波大学先端学際領域研究センター 
             教授・リエゾン推進室長   菊本  虔 
                      横浜国立大学大学院環境情報研究院 
                               教授    近藤 正幸
                     横浜国立大学共同研究推進センター 
                                教授     木下  眞 
                                            神戸大学共同研究開発センター 
                               助教授   渡辺 康正
 
 




















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 






大 学 の 関 与
(重複回答可) 
1.特許、 2.｢特許｣以外の技術移転、







企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 






大 学 の 関 与
(重複回答可) 
1.特許、 2.｢特許｣以外の技術移転、
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 























1.コースがある。   a.大学院レベル、b.学部レベル、c.公開講座、d.その他
（        ） 
2.講義がある。      a.大学院レベル、b.学部レベル、c.公開講座、d.その他




1.学内にある。(機関名：                     ) 



















ご氏名   貴学校名  ご所属 
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（３）調査票（公私立大学・公私立高等専門学校） 
 [整理番号：公私立大学・高専＃         ] 


























































                 筑波大学先端学際領域研究センター 
              教授・リエゾン推進室長   菊本  虔 
                      横浜国立大学大学院環境情報研究院 
                                教授    近藤 正幸  
                   横浜国立大学共同研究推進センター 
                                 教授     木下  眞 
                                            神戸大学共同研究開発センター 
                                助教授   渡辺 康正 
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 





















1.コースがある。   a.大学院レベル、b.学部レベル、c.公開講座、d.その他（        ）




1.学内にある。(機関名：                     ) 
















































1.勤務時間内での兼業時間数に制限がある。(    時間／週・その他（      ）) 
2.勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある。 
   ａ．勤務時間内(    時間／週・その他（      ）) 
→    勤務時間外(    時間／週・その他（      ）) 
   ｂ．勤務時間内外通じて(    時間／週・その他（      ）) 
3.勤務時間内も含めて兼業時間数に制限がない。 
4.勤務時間外のみ兼業が認められ、兼業時間数に制限がある。(    時間／週・その他













ご氏名   貴大学名   ご所属 
ご連絡先：Tel.    Fax.     e-mail:  
ご協力有難うございました。 
3.兼業の規制等について 
 - 142 -
（４）政府系研究施設に対する協力依頼文書 
平成 1３年 8 月
各国立研究所技術移転担当部門長 
各独立行政法人研究所技術移転担当部門長  殿 
各特殊法人研究所技術移転担当部門長 
         
文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課長
 加藤 善一 
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（５）調査票（政府系研究施設） 
      [整理番号：政府系研究施設＃        ]



























































              教授・リエゾン推進室長   菊本  虔 
                      横浜国立大学大学院環境情報研究院 
                                教授    近藤 正幸
                      横浜国立大学共同研究推進センター 
                                 教授     木下  眞
                                           神戸大学共同研究開発センター 
                                助教授   渡辺 康正
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 



















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 

































1.貴施設内にある。(部署名：                            ) 
2. 貴 施 設 外 に あ る 。 ( 名 称 ：              、 貴 施 設 と の 関











































1.勤務時間内での兼業時間数に制限がある。(    時間／週・その他（      ）) 
2.勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある。 
   ａ．勤務時間内(    時間／週・その他（      ）) 
→    勤務時間外(    時間／週・その他（      ）) 
   ｂ．勤務時間内外通じて(    時間／週・その他（      ）) 
3.勤務時間内も含めて兼業時間数に制限がない。 
4.勤務時間外のみ兼業が認められ、兼業時間数に制限がある。(    時間／週・その他














ご氏名   貴施設名  ご所属 
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２ 第 2 次調査票 
（１）大学等発ベンチャーに対する協力依頼文書 
平成 13 年 10 月
各関連株式会社（有限会社等） 御中  
 
  文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課長
                 加 藤 善 一
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（２）調査票（大学等発ベンチャー） 
     [整理番号：大学等発ベンチャー＃      ] 



























































               教授・リエゾン推進室長  菊本  虔 
                       横浜国立大学大学院環境情報研究院 
                                   教授   近藤 正幸  
                         横浜国立大学共同研究推進センター 
                                     教授   木下  眞 
                                             神戸大学共同研究開発センター 
                                   助教授  渡辺 康正 
 




企業名  設立年月日    年  月  日
住 所 〒 
Tel． Fax．      
連絡先 
e-mail： 
































          うち技術者数 人
直近の会計年度の売上高 円







ｱ． 研究者個人から導入、ｲ.TLO から導入、ｳ．国と研究者の共有発明・特許を導入、 
ｴ．国有特許を導入、ｵ．その他（                        ）
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3-1-2.起業者の起業前の職業は何ですか（該当するものに○印を付し、または空欄に記入
してください、以下同じ）。 
a.大学等のｱ.教員、ｲ.学生、ｳ.技術系職員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
b.公的機関のｱ. 研究者･技術者、ｲ. その他(             ) 
c.大手企業のｱ. 研究者･技術者、ｲ.役員、ｳ.営業社員、ｴ.その他 (           )
d.中小企業のｱ. 研究者･技術者、ｲ.経営者･役員、ｳ.営業社員、ｴ. その他(        )




a.教員:  ｱ.教授、ｲ.助教授、ｳ.講師、ｴ.助手 
b.研究者: ｱ.博士研究員、ｲ.研究生、ｳ.客員研究員     → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職
c.学生:  ｱ.博士課程、ｲ.修士課程、ｳ.学部 




特許を導入、ｴ．国有特許を導入、ｵ.その他（                  ）
b.公的機関の技術 
c.民間企業の技術 





a.教員:  ｱ.教授、ｲ.助教授、ｳ.講師、ｴ.助手 
b.研究者: ｱ.博士研究員、ｲ.研究生、ｳ.客員研究員     → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職
c.学生:  ｱ.博士課程、ｲ.修士課程、ｳ.学部 




特許を導入、ｴ．国有特許を導入、ｵ.その他（                 ） 
b.公的機関の技術 
c.民間企業の技術 










































f.その他(           ) 
 
6-2. 起業時の資本金についてお尋ねします。 
6-2-1. 起業時の資本金額 (       百万円) 
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6-2-2. 起業時の資本金のおおよその出所割合をお教え下さい。 
a.創立者の自己資金 (   ％) 
b.大学等からの出資 (   ％) 
c.ベンチャー・キャピタル (   ％) 
d.その他(        )(    ％)、(        )(    ％)、
(        )(    ％) 
 
6-3.起業時の共同経営者、従業員などのスタッフについてお答えください。 




















a.公的機関に行った(相談機関:                  ) 










g.その他(                 )  
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7-3.公的機関の支援事業でして欲しかったことは何ですか。 
（                                      ） 
 
7-4.公的機関の支援事業で現在して欲しいことは何ですか。 





a. はい：ｱ．国内企業、ｲ．海外企業 ｳ．国内大学 ｴ．海外大学  




ａ． はい →輸出の全売り上げに対する割合は何パーセントくらいですか。（     ％）  
      主な輸出先はどこですか。（１．                   ）、 





内               容 現在の事業形態 将来の目標 
a 商業化に向けた開発段階   
b 研究開発や設計の受託   
c 開発した技術の license out   
d 開発した技術特許の売却   
e 製品の自主生産   












a.IPO を目指す(設立後 5年以内、10年以内、15年以内、16年以上先) 
b.IPO はしないで安定成長を目指す 
c.適当な時期に会社を売却する(設立後 5年以内、10年以内、15年以内、16年以上先) 
d.その他（                            ） 






































g-4.その他（                                  ）
 
h.困っていることは特にない  




















ご氏名      
貴企業名             ご所属 
                                         
ご連絡先：Tel.              Fax.              
 
e-mail:                             
ご協力ありがとうございました。 
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（３）調査票（政府系研究施設発ベンチャー） 
  [整理番号：政府系研究施設発ベンチャー＃         ] 






























































            教授・リエゾン推進室長   菊本  虔 
                     横浜国立大学大学院環境情報研究院 
                              教授    近藤 正幸   
                     横浜国立大学共同研究推進センター 
                              教授     木下  眞 
                                         神戸大学共同研究開発センター 








企業名  設立年月日    年  月  日
住 所 〒 
Tel． Fax．      
連絡先 
e-mail： 













政 府 系 研

















現在(2001 年 10 月)の資本金 百万円（＊単位に注意）
現在(2001 年 10 月)の社員数 人
                  うち技術者数 人
直近の会計年度の売上高 円
















 a. 政府系研究施設のｱ. 研究員、ｲ. 技術系職員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
  b. 大学等のｱ.教員、ｲ.学生、ｳ.技術系職員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
  c. 大手企業のｱ. 研究者･技術者、ｲ.役員、ｳ.営業社員、ｴ.その他(           )
  d. 中小企業のｱ. 研究者･技術者、ｲ.経営者･役員、ｳ.営業社員、ｴ.その他(        )




 3-2-1. 政府系研究施設の関係者の、起業時の政府系研究施設における地位は何ですか。 
 a. 研究員： ｱ. 常勤、ｲ. 非常勤           → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
 b. 技術系職員                 
 
 3-2-2. 核となる技術はどこから取得しましたか。 
 a. 政府系研究施設の技術 
 b. その他の公的機関の技術：ｱ．大学または高専の技術、ｲ．その他の公的機関の技術 
 c. 民間企業の技術 




 3-3-1. 政府系研究施設の関係者の、起業時の政府系研究施設における地位は何ですか。 
 a. 研究員： ｱ. 常勤、ｲ. 非常勤           → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
 b. 技術系職員                 
 
 3-3-2. 核となる技術はどこから取得しましたか。 
  a. 政府系研究施設の技術 
 b. その他の公的機関の技術：ｱ．大学または高専の技術、ｲ．その他の公的機関の技術 
 c. 民間企業の技術 




についてお答えください（ 重複回答可 ）。 
  
a. ロイヤルティを支払っている 
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 b. 共同研究をしている 
 c. 委託研究を出している 
 d. 受託研究をしている 
 e. 寄附を行っている 
f. 技術指導を受けている 
 g. 現在も本務として政府系研究施設に勤務している 
 h. 客員研究員等を兼務している 
 i. 政府系研究施設に製品･サービスを提供している 
j. 政府系研究施設から研究員等を受け入れている 




 a. 受けた 








 a. 受けた 









 a. 技術の実用化 
 b. ビジネスアイデアの商業化 
 c. 資産の形成 
 d. 社会的貢献 
 e. 自己能力の開発 
 f. その他(                                   )
 
６-２. 起業時の資本金についてお尋ねします。 
 6-2-1. 起業時の資本金額 (       百万円) 
 6-2-2. 起業時の資本金のおおよその出所割合をお教え下さい。 
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 a. 創立者の自己資金 (     ％) 
 b. ベンチャー・キャピタル (     ％) 
 c. その他(      )(    ％)、(       )(    ％)、(       )(    ％)
 
６-3. 起業時の共同経営者、従業員などのスタッフについてお答えください。 
 ( 例えば、技術者の共同経営者 1 人と営業の共同経営者 1 人、 





６-４. 設立時の問題点は何でしたか（ 重複回答可 ）。 
 a. 政府系研究施設の兼業規制等の制約 
 b. 資金調達 
 c. スタッフの確保 
 d. 入居場所 
 e. 販売先 
 f. 仕入れ先 
 g. 特許係争 
 h. 財務･会計マネジメント 
 I. 企業設立などの法務 




 a. 公的機関に行った( 相談機関：                         )
 b. 民間機関に行った( 相談機関：                         )
 c. 公的機関にも民間機関にも行かなかった 
 
 ７-２．公的機関の支援事業で役に立ったことは何ですか（ 重複回答可 ）。 
 a. 金融支援 ( ｱ. 株式の引き受け、ｲ. 債務保証、ｳ. 低利融資、ｴ. 補助金、ｵ. 税制 ) 
 b. 情報提供 ( ｱ. ベンチャー・キャピタル、ｲ. 仕入先、ｳ. 販路 ) 
 c. 人材確保や育成の支援 
 d. 経営指導 
 e. 技術指導 
 f. インキュベータ等の施設の利用 
 g. その他(                                   )
 
７-３．公的機関の支援事業でして欲しかったことは何ですか。 
（                                        ）
 
７-４. 公的機関の支援事業で現在して欲しいことは何ですか。 
（                                        ）
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８．現在の事業形態および将来の目標 
８-１.ネットワーキング・海外取引についてお尋ねします。 
 8-1-1. 現在他の企業等と連携していますか。 
  a. はい：ｱ．国内企業、ｲ．海外企業 ｳ．国内大学 ｴ．海外大学  
ｵ．その他（                                         ） 
ｂ. いいえ 
  
 8-1-2． 現在、製品・サービスの輸出をしていますか。 
ａ. はい →輸出の全売り上げに対する割合は何パーセントくらいですか。（       ％） 
      主な輸出先はどこですか。（１．                    ）、 





内容 現在の事業形態 将来の目標 
a 商業化に向けた開発段階   
b 研究開発や設計の受託   
c 開発した技術の license out   
d 開発した技術特許の売却   
e 製品の自主生産   












８-３. 株式公開 ( ＩＰＯ )についてどう考えますか。 
 a. ＩＰＯを目指す ( 設立後 5 年以内、10 年以内、15 年以内、16 年以上先 ) 
 b. ＩＰＯはしないで安定成長を目指す 
 c. 適当な時期に会社を売却する( 設立後 5 年以内、10 年以内、15 年以内、16 年以上先 )
 d. その他（                                  ）
 
9．現在の問題点 
9-１. 現在何かお困りの点はありますか（ 重複回答可 ）。 
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 a. 資金調達 
  a-1. 研究開発のための資金が不足 
  a-2. 設備投資のための資金が不足 
  a-3. 運転資金が不足 
  a-4. その他（                                ）
 
 b. スタッフの確保 
  b-1. 技術開発のためのスタッフの不足 
  b-2. マネジメント・スタッフが不足 
  b-3. 営業スタッフが不足 
  b-4. その他（                                ）
 
 c. 販売先 
  c-1. 販路の確保が困難 
  c-2. 販路を大幅に拡大できない 
  c-3. 海外の販路が開拓できない 
c-4.その他（                                  ）
 
 d. 仕入先 
  d-1. 仕入先の確保が困難  
  d-2. その他（                                )
 
 e. コンサルティング 
  e-1. 経営の相談に乗って欲しい 
  e-2. 技術指導をして欲しい 
  e-3. その他（                                ）
 
 f. インキュベータ等の施設 
  f-1. インキュベーションのための施設が確保できない 
  f-2. その他（                                ）
 
 g. 特許係争 
  g-1. 現在特許係争中である 
  g-2. 特許に関する相談をする相手がいない 
  g-3. 特許出願や係争のための資金が不足 
  g-4. その他（                                ）
 
 h. その他 
 



































ご氏名                        
 
貴企業名                        ご所属                        
 
ご連絡先：Tel.                     Fax.                      
 
e-mail:                                             
 
ご協力ありがとうございました。 
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大 学 等 名 内、関係大学等が複数のもの
1 北海道大学 8 1
2 北見工業大学 1




7 東京農工大学 3 1
8 東京工業大学 7 1
9 電気通信大学 1
10 横浜国立大学 1
11 新潟大学 2 1




16 信州大学 1 1
17 岐阜大学 3
18 静岡大学 2











30 島根医科大学 1 1
31 岡山大学 1
32 広島大学 3












45 北陸先端科学技術大学院大学 2 1
133 15
46 札幌医科大学 1 1
47 会津大学 1
48 前橋工科大学 1
49 滋賀県立大学 1 1
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71 同志社大学 3 3
72 立命館大学 5
73 龍谷大学 20







81 九州女子大学 1 1
113 6
82 仙台電波工業高等専門学校 1 1
83 長岡工業高等専門学校 2 1
84 長野工業高等専門学校 1 1
85 明石工業高等専門学校 1



















































































 （連絡先 小川 春男） 
 Tel 0298-53-6150 / Fax 0298-53-6074 
 Ｅ-mail hogawa@tara.tsukuba.ac.jp  
  〒 305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
